
 

 

議案第９３号 

 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成２９年１２月５日提出 

 

山陽小野田市長 藤 田 剛 二   

 

山陽小野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市個人情報保護条例（平成１７年山陽小野田市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１号を次のように改める。 

 (1) 個人情報 個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものを

いう。ただし、法人その他の団体に関する情報に含まれる当該法人その他

の団体の役員に関する情報及び事業を営む個人の当該事業に関する情報を

除く。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記録をい

う。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その

他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号（行政機関の保有

する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号）第２条第

３項に規定する個人識別符号をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。

以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報

と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。） 

  イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第１０号を第１１号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り下

げ、同条第６号中「及び第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条に



 

 

おいて準用する場合を含む。）」を加え、同号を同条第７号とし、同条中第５

号を第６号とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次

の１号を加える。 

(2) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他不

利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして実施機関

が定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

第５条第４項中「思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の

原因となるおそれのある個人情報」を「要配慮個人情報」に改める。 

第６条第１項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

第１５条第４項第１号中「第２８条」を「第２９条」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第２条中第１０

号を第１１号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、同条第６号

中「及び第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条において準用す

る場合を含む。）」を加え、同号を同条第７号とし、同条中第５号を第６号

とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ、第１号の次に１号を加え

る改正規定（「及び第２項」の次に「（これらの規定を番号法第２６条にお

いて準用する場合を含む。）」を加える部分に限る。）、第１５条第４項第

１号の改正規定及び附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正後の山陽小野田市個人情報保護条例（以下

「新条例」という。）第２条第３号に規定する実施機関が保有している同条

第５号に規定する個人情報ファイルであって、当該個人情報ファイルに記録

される個人情報に新条例第２条第２号に規定する要配慮個人情報を含むもの

についての新条例第６条第１項の規定の適用については、同項中「開始しよ

うとするときは、あらかじめ」とあるのは、「開始しているときは、山陽小

野田市個人情報保護条例の一部を改正する条例（平成２９年山陽小野田市条



 

 

例第 号）の施行後遅滞なく」とする。 

 （準備行為） 

３ 新条例第５条第４項第２号の規定による審査会への意見の聴取その他の準

備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。    
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議案第９３号参考資料 

山陽小野田市個人情報保護条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 個人情報 個人に関する情報であって、次のいずれかに

該当するものをいう。ただし、法人その他の団体に関する

情報に含まれる当該法人その他の団体の役員に関する情報

及び事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。 

(1) 個人情報 個人に関する情報であって、特定の個人が識

別され、又は識別され得るものをいう。ただし、次に掲げ

るものを除く。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等

（文書、図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以

下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識

別符号（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する

個人識別符号をいう。以下同じ。）を除く。）をいう。

以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することができ、それにより特定

の個人を識別することができることとなるものを含

む。） 

ア 法人その他の団体に関する情報に含まれる当該法人そ

の他の団体の役員に関する情報 
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イ 個人識別符号が含まれるもの イ 事業を営む個人の当該事業に関する情報 

(2) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病

歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に

対する不当な差別、偏見その他不利益が生じないようにそ

の取扱いに特に配慮を要するものとして実施機関が定める

記述等が含まれる個人情報をいう。 

 

(3) （略） (2) （略） 

(4) （略） (3) （略） 

 (5) （略） (4) （略） 

 (6) （略） (5) （略） 

(7) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項（こ

れらの規定を番号法第２６条において準用する場合を含

む。）に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

(6) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規

定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

 (8) （略） (7) （略） 

 (9) （略） (8) （略） 

 (10) （略） (9) （略） 

 (11) （略）  (10) （略） 

  

（個人情報の収集の制限） （個人情報の収集の制限） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 実施機関は、要配慮個人情報を収集してはならない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでな

４ 実施機関は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに

社会的差別の原因となるおそれのある個人情報を収集しては
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い。 ならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、

この限りでない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（個人情報を取り扱う事務の届出） （個人情報を取り扱う事務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務を開始しようと

するときは、あらかじめ次に掲げる事項を市長に届け出なけ

ればならない。 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務を開始しようと

するときは、あらかじめ次に掲げる事項を市長に届け出なけ

ればならない。 

 (1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

 (5) 個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨  

 (6) （略）  (5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（自己情報の訂正等の請求） （自己情報の訂正等の請求） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等

記録を除く。以下この項において同じ。）が次の各号のいず

れかに該当すると思料するときは、この条例の定めるところ

により、当該保有特定個人情報を保有する実施機関に対し、

当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当

該保有特定個人情報の利用停止に関して他の法令等の規定に

より特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

４ 何人も、自己を本人とする保有特定個人情報（情報提供等

記録を除く。以下この項において同じ。）が次の各号のいず

れかに該当すると思料するときは、この条例の定めるところ

により、当該保有特定個人情報を保有する実施機関に対し、

当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当

該保有特定個人情報の利用停止に関して他の法令等の規定に

より特別の手続が定められているときは、この限りでない。 
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(1) 当該保有特定個人情報を保有する実施機関により適法に

取得されたものでないとき、当該保有特定個人情報の利用

の目的の達成に必要な範囲を超えて保有されているとき、

第７条の２の規定に違反して利用されているとき、番号法

第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されて

いるとき、又は番号法第２９条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイルに記録されているとき 当該保有

特定個人情報の利用の停止又は消去 

(1) 当該保有特定個人情報を保有する実施機関により適法に

取得されたものでないとき、当該保有特定個人情報の利用

の目的の達成に必要な範囲を超えて保有されているとき、

第７条の２の規定に違反して利用されているとき、番号法

第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されて

いるとき、又は番号法第２８条の規定に違反して作成され

た特定個人情報ファイルに記録されているとき 当該保有

特定個人情報の利用の停止又は消去 

 (2) （略） (2) （略） 

５ （略） ５ （略） 

 


